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12 資料 

（１）介護保険の経緯 

平成 

8年12月 

・（国）介護保険関連三法案国会提出 

  （介護保険法、介護保険法施行法、医療法の一部を改正する法律） 

9年 4月 

12月 

・福祉部福祉計画推進担当課に介護保険主査を設置 

・（国）介護保険関連三法公布 

10年 4月 

6月 

7月 

10月 

12月 

 

 

・福祉部に介護保険担当課を設置 

・介護保険制度実施本部を設置 

・練馬区要援護高齢者実態調査を実施 

・要介護認定のモデル事業を実施 

・練馬区介護保険事業計画策定懇談会を設置 

  学識経験者等委員 20名（うち公募区民 10名） 

・（国）介護保険関連三法修正案制定 

  （介護保険法、介護保険法施行法、医療法の一部を改正する法律） 

11年 4月 

 

 

6月 

 

8月 

 

 

9月 

 

 

10月 

 

 

11月 

 

12年 1月 

2月 

 

3月 

 

 

・福祉部に介護保険課を設置 

・練馬区介護保険事業計画に関する区民意見を募集 

・区民に対して介護保険制度の地域説明会を開始（以降、制度開始まで随時開催） 

・練馬区介護認定審査会委員の定数を定める条例を制定 

  （介護認定審査会委員の定数を 280名とする） 

・練馬区における第 1号被保険者の介護保険料を試算  

（介護保険料基準月額 約 3,500円） 

・事業者説明会を開催（以降、随時開催） 

・訪問調査員研修、介護認定審査会委員研修を開始 

・練馬区で独自に被保険者証に準じて作成した練馬区準備事務整理票、申請案内リー

フレット等を 65歳以上の区民全員に送付 

・要介護認定申請、居宅サービス計画作成依頼届の受付開始 

・既存の福祉サービス利用者への制度移行勧奨を実施 

・介護認定審査会で審査・判定事務を開始 

・介護保険事業計画素案を決定・公表 

  （区民からの意見募集のため地域説明会を 4回開催） 

・介護保険事業計画策定懇談会の最終報告が提出される 

・介護保険事業計画決定・公表 

  （第 1号被保険者の介護保険料基準月額 3,100円） 

・練馬区介護保険条例、練馬区介護サービス調整委員会条例を制定、これに伴い練馬

区介護認定審査会の委員の定数を定める条例を廃止 

・練馬区介護保険事業計画（平成 12～16年度）を策定 

・練馬区介護保険被保険者証、制度・申請案内パンフレットを 65 歳以上の区民全員

と要介護認定を受けている第 2号被保険者に送付 

12年 4月 

 

 

 

 

 

5月 

6月 

 

 

７月 

・介護保険制度開始 

・国の特別対策による訪問介護利用料減額の対象者を練馬区独自に拡大して実施 

・介護保険課を管理係、事業計画主査、相談係、認定係、審査会主査(5)、給付係、

資格係、収納係に改組 

・各医療保険者による第 2号介護保険料の納付開始 

・基準該当サービス提供事業者の登録を開始 

・練馬区介護保険サービス調整委員会を設置 

・短期入所生活介護・療養介護について、訪問通所サービスの区分支給限度額の振替

利用制度を開始 

・「介護保険サービス提供事業者一覧（居宅サービス版）」を創刊 

・練馬区介護保険運営協議会を設置 

・第 1 号被保険者の介護保険料が 10 月から年金天引き（特別徴収）となる方へ事前

のお知らせを送付 
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12年 8月 

10月 

・「介護保険サービス提供事業者一覧（施設サービス版）」を創刊 

・第 1号被保険者の介護保険料の納入通知書を送付、納付開始 

（国の特別対策による全額免除期間が終了し、13 年 9 月までの 1 年間は本来の

額の半額で 10月分から半額納付を開始） 

・高額介護サービス費の支給申請案内の送付を開始 

13年 4月 

 

 

 

 

 

 

 

7月 

10月 

14年 1月 

・下記の事業を開始 

○国の特別対策による訪問介護利用料の減額対象者を、練馬区独自の基準により

拡大して実施 

○要介護認定申請中に死亡するなどで結果が出せなかった方で、暫定ケアプラン

によりサービスを利用していた方へ、練馬区独自に保険給付相当額を支給 

・介護保険課相談係を廃止し、各総合福祉事務所に基幹型在宅介護支援センターを設

置し、介護保険の相談、事業者指導、住宅改修・福祉用具購入費の支給申請窓口を

改組 

・高齢者生活実態調査の実施（介護保険認定者調査等） 

・第 1号被保険者の介護保険料について満額納付開始 

・訪問通所サービスと短期入所の支給限度基準額を一本化 

・介護保険運営協議会に次期事業計画改定に対しての意見集約の諮問 

14年 4月 

10月 

 

12月 

15年 1月 

3月 

 

 

 

 

・都減免制度にあわせ、サービス提供事業者による利用者負担額軽減助成を実施 

・介護保険事業計画改定に向け素案を公表 

（区民からの意見募集のため地域説明会を 11月に 4回開催） 

・介護サービス事業者会が発足 

・介護保険運営協議会が次期事業計画改定に対して区長へ答申 

・練馬区介護保険条例の一部改正 

○保険料基準月額 3,300円（平成 15～17年度） 

○生計困難世帯に対する第 2期保険料の減額（平成 15～16年度分） 

・練馬区介護保険事業計画（平成 15～19年度）を高齢者保健福祉計画に包含して策

定 

15年 4月 

 

 

 

6月 

7月 

 

 

16年 3月 

・要介護認定システムの変更 

（認定調査項目 79項目、判定システムの変更、審査事務の一部変更） 

・介護報酬が制度開始 3年目で初めて改定（在宅サービス 0.1%増、施設サービス 4.0%

減）され、全体では 2.3%減 

・保健福祉サービス苦情調整委員設置に伴い、介護保険サービス調整委員会廃止 

・国の特別対策による訪問介護利用料減額（区独自基準含む）の利用者負担割合を

3%から 6%に変更 

・第 2期練馬区介護保険運営協議会が発足 

・「介護保険活用読本」を都と共同で作成 

16年 4月 

11月 

17年 3月 

 

・要介護度 4・5の更新時の有効期間が 12か月から 24か月へ延長可能となる 

・高齢者基礎調査の実施（介護保険サービス利用者調査等） 

・介護保険運営協議会に第 3期事業計画策定に向けての諮問 

・練馬区介護保険条例の一部を改正 

○生計困難世帯に対する第 2期保険料の減額を平成 17年度まで延長 

・低所得世帯の高齢者に対する訪問介護利用料減額制度を廃止 

・「介護予防読本」を都と共同で作成 

17年 5月 

6月 

7月 

9月 

10月 

・地域密着型サービス事業者連絡会議設置 

・（国）「介護保険法の一部を改正する法律」国会で可決 

・制度改正地域説明会を開催（12回開催） 

・介護保険運営協議会が次期事業計画策定に対して中間答申を区長に提出 

・居住費および食費に関連する介護報酬の一部改正 

・施設利用に係る居住費（滞在費）・食費を保険給付外に改正、同時に低所得者への

補足給付を創設 

・高額介護サービス費の利用者負担段階の区分および上限額を変更 

・サービス提供事業者等による利用者負担額軽減助成の利用者負担割合を 5%から

7.5%に変更（老齢福祉年金受給者は 5%のまま） 
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17年10月 

 

 

11月 

12月 

18年 1月 

3月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画素案を公表 

（区民からの意見募集のため地域説明会を 4回開催） 

・介護保険制度改正シンポジウムを開催 

・要介護認定モデル事業（第二次）を実施 

・介護保険法施行規則の改正に伴い、介護保険被保険者証を一斉に更新 

・介護保険運営協議会が次期事業計画策定に対して区長へ答申 

・第 3期高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画を策定 

・介護予防サービス提供に係るガイドラインを作成 

・練馬区介護保険条例の一部改正 

○保険料基準月額 3,950円（平成 18～20年度） 

○生計困難世帯に対する第 3期保険料の減額（平成 18～20年度分） 

○高齢者の特別区民税非課税限度額が廃止されたことに伴う、保険料の激変緩和

措置(平成 18・19年度分) 

・介護保険認定調査員（非常勤職員）21 名を雇用し、新規申請者、区分変更申請者

および更新申請者の一部への訪問調査を実施 

・要介護認定システムの変更（要介護度の見直しに伴い判定区分一部変更、認定調査・

主治医意見書項目追加） 

18年 4月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7月 

 

 

 

 

10月 

11月 

12月 

19年 3月 

 

 

・（国）介護保険法の一部を改正する法律施行 

・介護報酬改定（在宅サービス平均 1%減（軽度 5%減、中重度 4%増）） 

・介護保険制度改正に伴い関係組織改正 

○介護保険課事業計画主査を高齢社会対策課計画係に統合 

○事業者係を新設し、地域密着型サービス指定等に対応 

○認定係と認定審査会主査を認定・審査と調査部門に分け、認定審査会主査およ

び認定調査係に改組 

○基幹型在宅介護支援センターを廃止し、各総合福祉事務所内に地域包括支援セ

ンターを設置 

○介護予防担当課を介護予防課に改組、介護予防事業係で地域支援事業の介護予

防事業を担当 

・第 3期練馬区介護保険運営協議会が発足 

・地域包括支援センター運営協議会および地域密着型サービス運営委員会が発足 

・高齢者の住民税非課税限度額が廃止されたことに伴う、施設利用に係る居住費（滞

在費）・食費の減額、サービス提供事業者等による利用者負担軽減制度および高額

介護サービス費の激変緩和措置を実施 

・ケアプラン標準化事業開始 

・介護予防パンフレット「みんなハツラツ介護予防」作成 

・区内初の小規模多機能型居宅介護および夜間対応型訪問介護が開設 

・軽度者に対する特殊寝台購入費助成制度実施（19年 3月まで） 

・「地域密着型サービス利用ガイド」作成 

・介護保険地域密着型サービスシンポジウムを開催 

19年 4月 

 

6月 

12月 

20年 1月 

 

3月 

・地域包括支援センターの支所 19か所を開設（在宅介護支援センターに併設） 

・（国）特定高齢者該当基準の見直し 

・練馬区介護サービス事業者情報提供システムの運用開始 

・高齢者基礎調査の実施（介護保険サービス利用者調査等） 

・パンフレット「介護サービスの正しい利用法」作成 

・介護給付費通知「介護保険ご利用状況のお知らせ」を発送（以降継続実施） 

・「介護給付費適正化に向けた練馬区の取組について」を策定 

・東京都と保険者が一体となり、「東京都介護給付適正化プログラム」を策定 

・練馬区介護保険条例の一部改正 
○高齢者の住民税非課税限度額が廃止されたことに伴う、保険料の激変緩和措置

の延長（平成 20年度分） 

20年 4月 

9月 

10月 

 

・地域密着型サービスに区独自報酬を設定 

・介護保険運営協議会が次期事業計画策定に対して中間答申を区長に提出 

・施設介護サポーターモデル事業を開始（平成 22年度から本事業として実施） 
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20年11月 

 

12月 

21年 1月 

2月 

3月 

・「介護の日」にちなんだイベントを開催 

・「いつまでもいきいきと暮らすために～高齢者が暮らしやすいまちをめざして～」

をテーマに区民と区長のつどいを開催（4回） 

・高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画素案を公表（意見募集） 

・介護保険料のコンビニエンスストアでの収納を開始 

・介護保険運営協議会が次期事業計画策定に対して区長へ答申 

・第 4期高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画を策定 

・練馬区介護保険条例の一部改正 

○保険料基準月額 3,950円（平成 21～23年度）と多段階化 

○生計困難世帯に対する第 4期保険料の減額（平成 21～23年度分） 

・区内介護サービス事業者に自動車燃料費を助成 

・（国）介護従事者処遇改善臨時特例交付金の交付 

21年 4月 

 

 

 

 

 

 

6月 

7月 

8月 

10月 

 

11月 

・介護報酬改定（＋3%改定、一律ではなくサービス種類により個々に設定） 

・（国）要介護認定調査方法の見直し（認定調査項目 74項目） 

・練馬区福祉人材雇用促進事業を開始（平成 22年 3月末で終了） 

・練馬区介護支援専門員更新研修費の助成開始（以降継続実施） 

・練馬介護人材育成・研修センター設立 

・地域包括支援センターの支所を 3か所増設（計 22か所） 

・地域包括支援センターに「高齢者相談センター」の呼称を使用開始 

・要介護･要支援認定資料提供事務を変更 

・第 4期練馬区介護保険運営協議会が発足 

・高額医療合算介護（介護予防）サービス費支給申請の受付開始 

・（国）要介護認定調査方法の再見直し 

・介護職員処遇改善交付金対象期間開始（交付申請先は東京都） 

・練馬区介護週間事業を実施（以降継続実施） 

22年 6月 

 8月 

 

 9月 

12月 

 

・介護保険料のモバイルレジによる収納を開始 

・（国）一般高齢者・特定高齢者を一次予防事業対象者・二次予防事業対象者に呼称

を変更、二次予防事業対象者の把握方法を簡素化 

・練馬区介護人材等雇用促進事業を開始 

・介護保険運営協議会に第 5期事業計画策定に向けての諮問 

・高齢者基礎調査の実施（日常生活圏域ニーズ調査、介護保険サービス利用者調査等） 

23年10月 

11月 

 

 

24年 3月 

 

・介護保険運営協議会が次期事業計画策定に対して答申を区長に提出 

・「高齢者がいきいきと暮らせるまちを目指して」をテーマに区民と区長のつどいを

開催（4回） 

・第 5期高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画素案を公表（意見募集） 

・第 5期高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画を策定 

・練馬区介護保険条例の一部改正 

○保険料基準月額 5,240円（平成 24～26年度）と特例第 3段階の設定等 

○生計困難世帯に対する第 5期保険料の減額（平成 24～26年度分） 

24年 4月 

7月 

11月 

・介護報酬改定（＋1.2%改定 内訳：在宅＋1.0%、施設＋0.2%） 

・第 5期練馬区介護保険運営協議会が発足 

・区内初の定期巡回・随時対応型訪問介護看護が開設 

25年 4月 

11月 

 

26年 1月 

・高齢者相談センターの支所を 2か所増設（計 24か所） 

・高齢者基礎調査の実施（高齢者一般調査、要支援・要介護認定者調査、特別養護老

人ホーム入所待機者調査等） 

・練馬区介護保険条例の一部改正 

○介護保険運営協議会の審議事項および委員数を変更 

○延滞金の割合の特例の算定に用いる特例基準割合の定義の改定等 

26年 4月 

10月 

 

12月 

 

 

・居宅サービスを利用した場合の区分支給限度額の見直し 

・介護保険運営協議会が次期事業計画策定に対して答申を区長に提出 

・高齢者相談センターの支所を 1か所増設（計 25か所） 

・第 6期高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画素案を公表（意見募集） 
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27年 3月 

 

 

・第 6期高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画を策定 

・練馬区介護保険条例の一部改正 

  ○保険料基準月額 5,825円（平成 27～29年度）と第 15段階の設定等 

  ○生計困難世帯に対する第 6期保険料の減額（平成 27～29年度分） 

  ○新たな公費負担による低所得者への保険料負担の軽減 

○高齢者相談センター本所（光が丘・石神井・大泉）の業務委託開始 

27年 4月 

 

7月 

8月 

10月 

 

28年 1月 

3月 

 

・介護報酬改定（－2.27%改定 内訳：在宅－1.42％、施設－0.85％） 

・介護予防・日常生活支援総合事業を開始 

・第 6期練馬区介護保険運営協議会が発足 

・一定以上所得者の負担割合の見直し（2割負担の導入） 

・練馬区介護保険条例の一部改正 

  ○公共事業施行に伴う自宅の買換え等に係る介護保険料の減免 

・マイナンバー利用開始 

・練馬区介護保険条例の一部改正 

○介護保険料の減免に係る申請期限を変更 

28年 4月 

11月 

 

12月 

 

・定員 18人以下の小規模通所介護が地域密着型サービスに移行 

・介護保険運営協議会に第 7期事業計画策定に向けての諮問 

・区内初の看護小規模多機能型居宅介護が開設 

・高齢者基礎調査の実施（高齢者一般調査、要支援・要介護認定者調査、特別養護老

人ホーム入所待機者調査等） 

29年 8月 

10月 

12月 

30年 3月 

 

 

 

 

・高額介護サービス費の見直し（一般区分の自己負担限度額引き上げ） 

・介護保険運営協議会が次期事業計画策定に対して答申を区長に提出 

・第 7期高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画素案を公表（意見募集） 

・第 7期高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画を策定 

・練馬区介護保険条例の一部改正 

  ○保険料基準月額 6,470円（平成 30～32年度） 

  ○生計困難世帯に対する第 7期保険料の減額（平成 30～32年度分） 

  ○公費負担による低所得者への保険料負担の軽減（平成 30～32年度分） 

30年 4月 

 

 

 

 

 

7月 

8月 

31年 3月 

・介護報酬改定（＋0.54%改定、一律ではなくサービス種類により個々に設定） 

・高齢者相談センター本所 4か所と支所 25か所の体制を、「地域包括支援センター」

25か所に再編し、呼称を変更 

・居宅介護支援事業所の指定権限が都から区へ移管 

・パンフレット「地域密着型サービスってなんだろう!?」作成 

・パンフレット「介護保険スタートガイド」作成 

・第 7期練馬区介護保険運営協議会が発足 

・一定以上所得者のうち特に所得が高い方の負担割合の見直し（3割負担の導入） 

・練馬区介護保険条例の一部改正 

○公費負担による低所得者への保険料負担軽減の拡大 

令和 

 元年 5月 

10月 

 

 

 

 

 

11月 

 

 

・元号が「平成」から「令和」に 

・消費税率引き上げによる税収を財源とした制度改正 

○保険料段階第１段階から第３段階の保険料を公費負担により軽減 

○介護報酬改定（＋0.39%改定） 

○介護職員等特定処遇改善加算の創設 

・介護保険施設に入所した場合の居住費・食費の基準費用額（１日あたり）の見直し 

・居宅サービスを利用した場合の区分支給限度額の見直し 

・介護保険運営協議会に第 8期事業計画策定に向けての諮問 

・高齢者基礎調査の実施（高齢者一般調査、要支援・要介護認定者調査、特別養護老

人ホーム入所待機者調査等） 
 



（２）　介護保険関係組織、事務分掌

（令和２年４月１日現在）

○　高齢者保健福祉計画および介護保険事業計画に関すること
○　介護保険運営協議会に関すること
○　介護人材育成・研修に関すること

○　特別養護老人ホームの入所指針に関すること
○　介護老人保健施設の整備に関すること
○　公的介護施設等整備計画に関すること

○　認知症予防事業の企画調整および実施に関すること
○　介護予防の啓発に関すること
○　高齢者支援事業の支給の決定、支援および契約に関すること（部内他
　　の課に属するものを除く）

○　高齢者食事サービスに関すること
○　いきがいデイサービス事業に関すること
○　介護予防・日常生活支援総合事業の審査・支払いに関すること（部内
　　他の課に属するものを除く）
○　介護予防・日常生活支援総合事業の交付金申請に関すること（部内他
　　の課に属するものを除く）
○　地域支援事業の第一号事業実施に係る事業者の指定および登録に関す
　　ること（部内他の課に属するものを除く）
○　地域支援事業の第一号事業実施に係る事業者の指導・監督に関するこ
　　と（部内他の課に属するものを除く）

○　地域包括支援センターに係る庶務に関すること
○　介護関係者間の連絡調整および資質向上に関すること
○　介護予防支援報酬に関すること
○　介護保険に関すること（部内他の課に属するものを除く）
○　老人福祉法その他の法令による措置費等の支払に関すること
○　高齢者の見守りに係る事業に関すること
○　ひとり暮らし高齢者等訪問支援事業に関すること。

○　地域包括支援センター運営協議会に関すること
○　地域ケア会議に関すること
○　介護予防・日常生活支援総合事業の申請受付の総合調整に関すること

○　街かどケアカフェ事業に関すること
○　高齢者支え合いサポーターに関すること
○　生活支援コーディネーターおよび生活支援体制整備に係る協議体に関
　　すること
○　家族介護慰労金に関すること
○　高齢者の紙おむつ等の支給に関すること

○　認知症高齢者位置情報提供サービス利用料助成に関すること
○　家族介護者教室事業に関すること
○　医療と介護の相談窓口に関すること
○　在宅療養・介護の連携に関すること（他の部に属するものを除く）

○　シルバーサポート事業に関すること

区
 
 
長

副
　
区
　
長

高
齢
施
策
担
当
部

在宅療養係 ○　認知症支援事業の企画調整および実施に関すること

○　介護予防・日常生活支援総合事業対象者のケアプランに関すること

○　地域包括支援センターに係る全体の統括および調整に関すること

地域包括支援センター25所（委託） ○　地域包括支援センターの運営に関すること

介護予防生活支援サービス係 ○　介護予防・日常生活支援総合事業の企画調整および実施に関すること

介
護
保
険
運
営
協
議
会

地
域
密
着
型
サ
ー

ビ
ス
運
営
委
員
会

地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー

運
営
協
議
会

介
護
認
定
審
査
会

高
齢
者
支
援
課

管　理　係 ○　高齢者施策の総合福祉事務所間の連絡調整に関すること

地域包括支援係

高
齢
社
会
対
策
課

計　画　係 ○　高齢者施策の立案および調整に関すること

施　設　係 ○　特別養護老人ホーム等高齢者福祉施設の整備に関すること

介護予防係 ○　一般介護予防に関すること

いきがい係
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○　介護保険の不服審査に関すること
○　介護保険事業の調整に関すること
○　介護保険事業の予算、決算および会計に関すること
○　介護保険の統計および調査に関すること
○　介護保険の苦情および相談のとりまとめに関すること
○　第三者評価支援に関すること
○　課の庶務事務に関すること
○　課内他の係に属しないこと

○　居宅介護支援事業者等の指定に関すること
○　基準該当事業者の登録に関すること
○　指定サービス事業者等の情報に関すること
○　地域密着型サービス運営委員会に関すること
○　地域支援事業の第一号事業実施に係る指定事業者の指定に関すること

○　運営推進会議に関すること
○　介護事業者等への日常的な指導助言に関すること
   （他の部および部内他の課に属するものを除く）
○　介護給付調査員に関すること

○　要介護認定審査に関すること
○　要介護認定調査に関すること
○　審査会委員・調査員研修に関すること

○　要介護認定審査に関すること
○　要介護認定調査に関すること
○　審査会委員・調査員研修に関すること

○　介護報酬の支払に関すること
○　保険給付の不当利得に関すること
○　負担割合証に関すること
○　保険給付の一部負担金に関すること
○　国民健康保険団体連合会の契約・支払いに関すること
○　高齢者自立支援住宅改修事業に関すること

○　給付適正化事業の調整に関すること
○　居宅サービス計画および介護予防サービス計画の届出に関すること
○　国民健康保険団体連合会に関すること（契約・支払いに関すること
　　を除く）

○　被保険者証に関すること
○　保険料の賦課に関すること
○　保険料の収納に関すること
○　保険料の証明に関すること
○　保険料の還付および充当に関すること
○　保険料の収納委託および受託に関すること
○　保険料の滞納整理に関すること
○　保険料の滞納処分に関すること

○　社会福祉法人の指導監査に関すること
〇　社会福祉法人等の会計に関すること

○　居宅介護支援事業者等の指導監督に関すること
〇　介護老人保健施設等の指導監査に関すること
〇　指定サービス事業者等の指導監査に関すること

○　高齢者の保健福祉に係る相談および支援に関すること

○　圏域内の地域ケア会議に関すること

資格保険料係

介護認定第二係

○　介護保険システムの調整に関すること

〇　地域支援事業の第一号事業実施に係る指定事業者の指導監督に関する
    こと

保健福祉サービス
苦情調整委員

○　保健福祉サービスの苦情を公平に調整すること
　　(介護保険サービスを含む）

○　社会福祉法人の認可に関すること

○　地域密着型サービス事業者等の指導監督に関すること

○　介護保険の保険給付に関すること

福
祉
部

高齢者支援係

健
康

推
進
課 歯科保健担当係

健
康
部

介護サービス検査係

社会福祉法人係

保健相談所

高齢者保健担当係長

指
導
検
査
担
当
課

○　被保険者の資格の取得および喪失に関すること

○　介護保険の普及に関すること

介護システム係

　 （部内他の課に属するものを除く）

健康づくり係

管　理　係

事業者指定係 ○　地域密着型サービス事業者等の指定に関すること

○　要介護認定申請に関すること

○　要介護認定申請に関すること

管
理
課

○　老人福祉法による福祉の措置および援護の調整に関すること

○　圏域内の地域包括支援センターに係る全体の統括および調整に関すること

総
合
福
祉

事
務
所

○　成人および高齢者の健康教育に関すること　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

介
護
保
険
課

介護認定第一係

事業者運営推進係 ○　居宅サービス計画等の適正指導に関すること

給　付　係
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（３） 介護保険に関する練馬区の条例、規則、要綱 

（地域支援事業のみに関するものを除く） 

 

介護保険に関する条例・規則 
 

・ 練馬区介護保険条例                           （平成 12年 3月制定） 

・ 練馬区介護保険条例施行規則                       （平成 12年 3月制定） 

・ 練馬区介護保険給付準備基金条例                     （平成 12年 3月制定） 

・ 練馬区保健福祉サービス苦情調整委員条例                 （平成 15年 3月制定） 

・ 練馬区保健福祉サービス苦情調整委員条例施行規則             （平成 15年 5月制定） 

・ 練馬区指定地域密着型サービス事業者、指定居宅介護支援事業者および指定地域密着型介護予防サービ

ス事業者の指定等に関する規則                      （平成 18年 3月制定） 

・ 練馬区指定介護予防支援事業者の指定等に関する規則            （平成 18年 3月制定） 

・ 練馬区指定地域密着型サービスの事業の人員、設備および運営等の基準に関する条例 

(平成 24年 12月制定) 

・ 練馬区指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備および運営ならびに指定地域密着型介護予

防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法等の基準に関する条例  (平成 24年 12月制定) 

・ 練馬区指定介護予防支援等の事業の人員および運営ならびに指定介護予防支援等に係る介護予防の 

ための効果的な支援の方法等の基準に関する条例                （平成 27年 3月制定） 

・ 練馬区指定居宅介護支援等の事業の人員および運営等の基準に関する条例    (平成 30年 3月制定) 

・ 練馬区指定居宅介護支援等の事業の人員および運営等の基準に関する条例施行規則 

(平成 30年 3月制定)  

 

 

 

 

・ 練馬区介護保険事業に係る要介護認定調査委託実施要綱           （平成 12年 1月制定） 

・ 練馬区介護認定審査会運営要綱                      （平成 12年 3月制定） 

・ 練馬区障害者訪問介護等利用者負担金助成事業実施要綱           （平成 12年 3月制定） 

・ 練馬区基準該当サービス事業者の登録に関する要綱             （平成 12年 4月制定） 

・ 練馬区介護保険居宅介護サービス費等の額の特例に関する事業実施要綱    （平成 12年 8月制定） 

・ 練馬区介護保険住宅改修費の受領委任払いに関する実施要綱         （平成 12年 9月制定） 

・ 練馬区介護保険料の徴収猶予および減免処理要綱              （平成 12年 9月制定） 

・ 練馬区介護保険暫定サービス利用者負担軽減実施要綱            （平成 13年 3月制定） 

・ 練馬区社会福祉法人による生計困難者等に対する介護保険サービスに係る利用者負担額軽減制度事業 

実施要綱                                  （平成 14年 3月制定） 

・ 練馬区介護保険サービス提供事業者による生計困難者等に対する介護保険サービスに係る利用者負担額 

軽減制度事業実施要綱                          （平成 14年 3月制定） 

・ 練馬区介護保険高額介護サービス費支給事務取扱要綱            （平成 14年 9月制定） 

・ 練馬区生計困難世帯に対する介護保険料の減額に関する事務処理要綱     （平成 15年 3月制定） 

・ 練馬区介護保険サービス提供事業者による生計困難者に対する介護保険サービスに係る利用者負担額 

軽減制度事業補助要綱                          （平成 17年 4月制定） 

・ 練馬区社会福祉法人等による生計困難者に対する介護保険サービスに係る利用者負担額軽減制度事業 

補助要綱                                （平成 17年 4月制定） 

・ 練馬区介護保険認定調査員取扱要綱                    （平成 18年 3月制定） 

・ 練馬区介護給付調査員取扱要綱                      （平成 18年 10月制定） 

・ 練馬区介護サービス事業者等指導および監査実施要綱            （平成 18年 10月制定) 

・ 練馬区指定地域密着型サービスに係る独自報酬基準に関する要綱       （平成 20年 3月制定） 

・ 練馬区要介護・要支援認定資料提供事務取扱要綱              （平成 21年 3月制定） 

・ 練馬区介護支援専門員更新研修費助成要綱                 （平成 21年 4月制定） 

・ 東日本大震災に伴う練馬区介護保険料の減免の取扱いに関する要綱      （平成 23年 7月制定） 

・ 介護保険法の規定による行政処分等の実施に関する要綱           （平成 25年 1月制定） 

・ 練馬区介護保険居宅介護（介護予防）福祉用具購入費の受領委任払いに関する実施要綱 

（平成 25年 2月制定） 

・ 東日本大震災に伴う練馬区介護保険および介護予防・日常生活支援総合事業利用者負担額軽減支援事業

実施要綱                                （平成 26年 3月制定） 

・ 練馬区認知症対応型共同生活介護に係る福祉サービス第三者評価受審費用助成要綱（平成 27年 6月制定） 

介護保険に関する要綱 


